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特集　現代の世界経済

いわゆる「財産関心」について

一ハンガリー経済改革第2段階の理論的考察一

郭　村 可 明

はじめに

　社会主義国における経済改革は，1980年代に入

って，戦後第3の波を迎えるに至った，この波の

中で両超大国，ソ連と中国が改革過程に参加した

結果，社会主義は改革の時代を迎えたといえる．

だがそれは，1技術革新の軌道に乗り損ねた社会主

義の，経済危機の時代でもある．そして経済危機

は，政治的社会的危機を伴う様相を既に示し始め

ている．社会主義は，この危機の時代をどのよう

に切り抜けて行こうとしているのか．改革の時代

の発展方向を展望するうえで，改革先進国の動向

が1つの手掛りとなるであろう．ここでは，その

1日目ンガリーにおける経済改革の新段階を，理

論面から検討することによって，その発展方向の

展望を試みる．とはいえ，その全面的解明をここ

で意図しているわけでは決してない．本稿は，そ

の1つの基本的側面に分析の光を当てようとする

ものである．

　経済改革の第3の波の特徴の1つは，混合経済

化の大胆な推進，つまり私的，資本主義的セクタ

ーの大規模な導入と拡大による国民経済の活性化

にある．これとならんで，社会主義国営セクター

自体に株式会社，資本市場などの資本主義的要素

を導入しようと試みている点が，そのもう1つの

際立った特徴になっている．・その導入がハンガリ

ー，ポーランド，中国において推進されているだ

けでなく，まだ端緒的形態においてではあるが，

ソ連においても実験的に開始されていることは，

周知の通りである．しかし，株式会社制度にして

も資本市揚にしても，分離され孤立した個別的制

度では決してない．それらが機能しうるためには，

経済システム全体がそれに適した編成を持つ必要

がある．そこで問題になるのは，経済改革の新段

階はいかなる経済システムを創出するのか，その

全体像である．以下では，ハンガリーにおける最

近の論争の概観を通じて，この点を考察する．

1

　周知の通り，ハンガリー経済改革はその第2の

波の中で，1968年に実施された．それは，集権制

から分権制への直接的移行を目差すという改革意

図の点で，1987年の「国営企業法」を基軸に展開

されているゴルバチョフの改革に比べ，真にラジ

カルであった．どいうのは，ゴルバチョフのそれ

は，長期的には分権制への移行を目差しつつも，

当面はこの移行のための過渡的メカニズムの構築

を追求しているにすぎないからである．しかし，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　コ　　　ロ　　　　

ハンガリーで改革の結果現実に形成されたシステ

ム（これを以下では「68年システム」と略称）は，

それ’までの集権制とも改革構想に描かれ，ていた分

権制とも異なる中途半端なシステムであったとい

われ，それは例えば「供給責任メカニズム」と呼

「ばれる．ハンガリー経済改革が第3の波を経験し

なければならない理由は，この点にある1）．

　ところで，1968年以降のハンガリー経済改革の

進展は，4つの時期に区分できる．第1期は，

1968年から第1次オイルショックまでで，生産課

題・生産財の割当配分制が廃止され，商品市揚の

導入と定着のための努力が行われた時期である．

それは需要への生産の適合，労働生産性の上昇，

技術水準の向上など一定の成果が現われた時期で

もある．第2期は第1次オイルショック以降70

年代末までで，改革が停滞し，中途半端なシステ

1）　［35］p．38，［36］p．233．　’
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ムの形成が明確になった時期である．それは，交

易条件の急激な悪化のもとで多数企業が経営困難

に陥り，また国家経済管理機関が企業に「期待」

を表明して生産物供給を促す「供給責任メカニズ

ム」が広まり，従って国家に対する企業の依存関

係が本格化した時期だといえる，

　第3期は，80年代前半の，改革再前進の時期で

ある．対外累積債務問題を背景に一連の改革措置

が実施されたが，例えば冶金・機械工業省，重工

業省および軽工業省の統合による単一工業省の創・

設に見られるように，この時期は68年改革の延

長上で，当初実施が見送られた部分を実行したと

いう色彩が濃い．しかし同時に，補助金整理の方

針に示される実績主義強化や社債発行の認可によ

る資本市場の導入など，80年代後半と共通の要素

も見られる．またIMF・世銀への加入などコメ

コン・アウタルキー路線からの離脱と西側経済へ

の接近も看過できない要因である2）．

　第4期は，80年代後半で，改革の目覚ましい新

展開の時期である．1984年4月17日目ハンガリ

ー社会主義労働者党ボ中央委員会総会において改

革推進の決定が下されて以降，重要な改革措置が

次々に実施されてきた3）．まず第1に，84年の

「国営企業法」修正にもとづき，85年から86年に

かけて企業管理形態が抜本的に変更され，所有者

機能あるいは戦略的決定権の大部分が，国家経済

管理機関から，選出制の企業評議会，勤労者総

会・互選指導部に移転された．この結果成立した

自主管理的国営企業は，1986年末の時点で，工業

企業の80％，工業従業員数の60％，工業固定資

本の75％を占めるに至った4）．この措置の目的

の1つは，戦略的決定への勤労者の参加によって，

企業経営に対するその関心を高める点にある．第

2は，86年の破産法の施行と失業手当制度の導入

である．87年の失業者数は約1万に達したが，88

年にその数は約3．万にのぼると予測されていた5）．

第3に，87年1月から銀行制度改革によって「二

2）　［34］pp，83－85．

3）　［35］pp，86－93．

4）　　［20］p．459．

5）　［26］p。799および［31］1988，1．，14．p．1．
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層銀行システム」が成立し，国立銀行が中央銀行

に専門化すると同時に，5つの商業銀行が設立さ

れた．前者は，営利企業として利潤動機にもとづ

いて活動する後者を，金融的規制用具によってコ

ントロールし，国家計画の実現を金融面から推進

する．従って商業銀行は，優良企業，発展展望の

ある産業部門あるいは回収期間の短い収益的プロ

ジェクトに信用供与するはずであるから，非効率

的企業は政府補助金の廃止とあわせて倒産の窮地

に追い込まれるのに対して，優良企業は信用供与

を得てダイナミックに発展できることになる．第

4に，88年1月から税制改革が実施され，個人所

得税と付加価値税タイプの取引税が導入された．

この目的は，税徴収の場面を生産から流通および

個入へと移すことによって，生産企業に留保され

る利潤量の増加とその安定化をはかる点にある．

第5に，89年1月より「会社法」が施行され，国

営企業の株式会社化の道が開かれた．最：後に，こ

の間価格改革が実施され，自由価格への移行が推

進された．

　80年代後半の上記改革措置は，新企業管理形態

と「会社法」’との関係に示されるように必ずしも

整合的でない部分を含むとはいえ，全体として1

つのセットをなしており，そこには次の2つの特

徴が見られる．すなわち，実績主義強化の傾向が

一段と強化された点がその第1であり，いわゆ

る「財産関心」にもとつく合理的経営という構想

がその第2である．とくに，68年改革に少なくと

も明示的には含まれていなかったこの基本構想が，

改革全体の基礎となっている点に，第4期の本質

的特徴を見ることができる。このように制度化さ

れた改革措置の点でみれば，68年改革の積残部分

の実施という色彩の濃い80年代前半と，68年改

革に明示されていなかった新しい質を経済改革が

明確に獲得するに至った80年代後半とを峻別し

て，以上のように80年代を2つの時期に区分する

ことができる．しかし，前半は68年システムの反

省を通じて後半期改革を理論的に準備した時期で

ある点，実績主義強化の傾向が共通に観察される

点，さらに「財産関心」構想の重要構成要素であ

る社債市場が既に前半に導入された点を考慮すれ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ドば，両端の連続性に注目して，80年代全体を一括

して，ハンガリー経済改革の第2段階と見なすこ

とが可能である．ここでは，それを改革再前進の

時期として一括し，改革の第2段階と呼ぶことに

する．

　このように経済改革が新たに段階を画する形で

再前進するに至った原因は，68年システムが客観

的要請に答えることができず，彪大な累積債務と

いう形態の経済危機を惹起した点にある．この危

機感はきわめて深刻であり，その深刻度は例えば

次の認識に示され，る．すなわち，ハンガリーは西

側工業国の効率水準や需要充足水準への接近に成

功しなかったばかりか，むしろ今日その後進性が

増大する危険さえ正視しなければならないのであ

って，とくに発達した資本主義国と比較した技術

水準の点での後進性は重大なほどに増加しており，

ハンガリー経済が世界経済の辺境に押しやられる

危険がある，という認識がそれである6）．この危

機感が改革再前進の原動力になっていることは明

らかであるが，再前進の問題が「財産関心」の実

現という形で提起される背景には，世界市上の条

件変化に対応する産業構造の近代化と再編を，資

本の貧困という条件下で急いで推進するばあい，

企業の淘汰と資本移動が不可避だという事情があ

ることに留意すべきである．

II

　ハンガリーにおける経済運営のスローガンは，

集権制下の「計画（超過）遂行」から68年以降の

「利潤関心」へと推移してきたが，近年これに代

るものとして「財産関心」がさらに提起され，てい

る．この用語は，80年代初頭に，「資本」で始ま

る複合語等とともに社会的に通用し始め，最：近で

は「野火」のように広がりつつあると言われる．

「財産関心」理論は，1980年代における改革新展

開の最も重要な理論的背景をなすものである7）．

　6）　［24］pp．17－18，［28］p．20，［11］p．54．

　7）　［24］p．22，［2コp．325，［6］p。222．なお最：初にこ

の問題に取組んだのは，1969－73年であるが，当時「財

産関心」の用語は使用されなかった．［1］p．3，［19コ・pp．

101－2．’
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　そこで「財産関心（Vagyon6rdekelts69）」概念

について，予め概観しておく必要がある．その特

徴は，まず，現存の諸関係を概括した概念ではな

く，実現すべき目的を反映した，かなり漠然とし

た概念だという点にある．しかしこの概念によっ

て把握される利害が，一方で，個人所得の増加に

関連する被雇用者の利害や，所得・オートノミ

ー・ K慣的プロフィールに固執する伝統的小商品

生産者の利害と異なり，他方では，自己の組織的

発展・独占的地位と結びつく伝統的社会主義企業

の利害とも異なることは確かだとされる．また，

「財産関心」概念において念頭に置かれているの

は，個々人の家具や自家用車などではなく，何よ

りも先ず，企業において生産活動に役立つ財産で

あるから，第∵義的老察対象が企業資産である点

も明らかである．しかしその際留意すべきは，ボ

ニフェルト・ドナートが言うように，企業資産一

般が問題なのでもなく，物量単位で把握される財

産や生産能力が問題なのでもないという点である．

換言すれば，「財産関心」概念において核心的地

位を占めるのは企業資産の価値であり，「持続的

収益生産能力」としての「資本（t6ke）」に他なら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ
ない．ここで，「資本」が物的存在としての生産

手段を離れて存在できないにもかかわらず，その

価値の側面が強調される理由は，物的生産手段体

系とそれに結びつく企業組織への拘泥から経営者

などを解放することが課題として提起されている

という点にある8）．

従。て・財産関心、とは，ア。タ，レ・り一ス・

一によれば，「資本一価値であって生産能力で

はない一の増殖，維持と結びつく利害」であり，

タルドシュ・マールトンも，それを「資本価値の

維持と増殖」に対する関心と見なしている．それ

は換言すれば，どれだけの価値量の資本を投下し

て，どれだけの量の利潤が獲得できるかについて

の関心であり，あるいは利潤最大化のために，不

採算部門から採算部門へ資本を移動し，資本の技

術水準を引上げ，こうして利潤生産能力としての

資本の構成に常々配慮するような関心を指す．要

8）　　［2］p．325，［6］p．223，［4］p．440．
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約すれば，それは利潤最大化のために資本の経営

を行うような利害関心のことである．従って，「財

産関心」とは何よりも先ず「資本関心」に他なら

ない．事実バールショニ・イェネーは，「財産関

心」の代りに「資本関心（t6ke6rdekelts6g）」の概

念をも使用しつつ，「資本概念の除去（それの資本

主義との同一視，資本主義的搾取との同一視）が

資本効率観点の喪失に導いた」と述べ，またサボ

ー・ Jールマーンは「資本と利潤率」をミクロ経

済レベルで「経営学的カテゴリーとして特殊社会
　　　　ロ　　　　　　　　　　　ロ

主義的内容が達成されるように復活させる」必要

を主張した，またボニフェルトは「財産関心」の

内容を「企業利潤の資産に比例した均等化」とし

て解釈しているが，これを「財産関心」構想全体

の中に位置づけて見るならば，それが「平均利潤

率の形成メカニズム」を含意することが明らかに

なる9）．

　そこで次に問題となるのは，資本価値の評価方

法である．従来のように，資本価値を唯一帳簿価

値（購入価格マイナス減価償却）だけで評価したの

では，現実の資本価値は明らかにされないという

反省から出発して，再購入価格，企業資産のリー

スや売却の価格，利潤の平均利子率による資本還

元，資本市揚における評価など，多様な評価メカ

ニズムの必要性が指摘されている．しかしその際

これ，らの方法が万全だと主張されているわけでは

決してない．すなわち，それが様々な欠陥や限界

を持つにもかかわらず，経営上の意思決定を方向

づけるのにある程度利用可能だと主張されるにす

ぎないことに留意する必要がある10）．

　ところで，このような「資本関心」は当然「長

期的利潤関心」と見なしうる．しかし，それにも

かかわらず「利潤関心」に代って「財産関心」が

提起される理由としては，「利潤」に対する関心

が必ずしも「資本」に対する関心に直結しないこ

とが経験によって明らかにされたという点が，決

いわゆる「財産関心」について

　9）　［2］p，328，［24］p．41，［4］pp．436，441，［22］p．

1413，［6］rら227．

10）　［24］pp．22－24，［29］pp。120－123，［2］　p．332，

［4コpp．447－449，［19］pp．101－110，［12］p．100，［20］

pp．　465－466．
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定的に重要である．「利潤関心」が「資本関心」

に結びつくのは，ある一定の条件の組合せのもと

においてだけであり，従って，いかにして「利

潤関心」を「資本関心」に結びつけるかが問題と

ならざるをえないのである11）．

　以上のように，「財産関心」の核心的内容とし

て理解しなければならないのは「資本関心」であ

り，この意味でそれは「財産」という所有関係の．

規定を必ずしも含むものではない。しかしながら，

「資本関心」を組み込んだ経済システムを構想す

る段になると，「財産」という所有関係の問題を

避けて通ることが出来ないという点も重要である．

「資本関心」は「所有者関心」なしにも，例えば

「経営者関心」として定着しうるか否か，あるいは，

社会的所有の抽象性を廃棄するには，企業資産の

一部を従業員に所有させて，それに伴う配当を与

える必要があるか否か，といった問題がその例で

ある，それ故，いわゆる．「財産関心」概念は，こ

の所有関係の側面を含みつつも，その中心的内容

が「資本関心」にあることをここで強調しておき

たい．

III

　68年改革の核心部分は，需要の変化に対する生

産の適合が企業間競争を通じて促進される分野，

つまり競争領域において，企業利潤と個人所得・

企業発展フォンドとをリンクする刺戟システムが

組込’まれた自律的企業が，利潤最大化を目差し企

業家的精神を発揮して活動し，他方，国家計画機

関がこの企業行動を計画実現に向けて経済的レギ

ュレーターで誘導するという，誘導市揚システム

にあった．ところが現実に出来上ったシステムは，

以前の集権制ともこのような分権制とも異なる中

途半端な「供給責任メカニズム」であり，そこで

は，長期的利潤関心は形成されず，短期的利潤関

心も制限されたものであった．

　すなわち経験的観察によれば，企業は賃上・決

定済投資の実行・信用返済に必要とされる利潤量

を，きたる1，2年の間獲得できるか否かについて

11）　　［9］p。1203，［21コp．24．
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は関心を持つ．しかし，長期的視野から要請され

る研究開発体制の整備，資本の移動，資本の更新

とメインティナンスは，企業によって重視されな

い．企業の資本効率計算は，事後的統計報告作成

のためには役立っ，ても，投資決定の基礎づけとし

ては殆ど有効でない．「資本破壊」が資材・機械の

雨曝のような「目に見える」形態でも，技術的後

進性の増大のような「隠れた」形態でも進行する；

労働力需給関係や企業利潤水準の観点から正当視

できない賃上のような極端なケースも発生する．

そして企業財産の当該従業員による窃盗と周囲に

よるその黙認も行われる．このように，企業は利

潤獲得に関心を持たなかったわけではないが，こ
　　　　　　　　　　　
の関心は企業資本に対する関心にはつながらなか

ったのである12）．

－企業の利潤関心がこのように短期的で制限．され
　　　　　　　　　　　　　　コ　　　ロ
た関心に穿下化される直接的原因としては，少な

くとも次の2点を指摘しうる．第1は，国家が企業

粗利潤の大部分を吸上げる結果，企業にとって利

潤の意義がうすれ，また企業に残され，る利潤量が

国家機関との交渉に著しく依存するために，企業

のコスト感受性が希薄化する場合である．第2は，

国家が，企業利潤最大化の観点から見て不利な生

産物の生産を，「期待」表明という形で企業に要

請し，企業がこれに従うと同時に国家からの支援

を当にする下押である．従ってここでの中心問題

は，企業利潤関心の発揮を阻害する国家経済管理

機関の経済行動であり，それ故これを除去すれば

問題が解決するように見える．しかし，さらにこの

行動の発生条件に注目するならば，利潤関心の蟻

小化・形骸化の背景には，社会主義経済にとって

深刻な根本問題が潜在していることが明らかにな

る．それは次の4条件に整理することができよう．

　第1に指摘されるべきは，経済システムに対す

る価値観である．経済生活の「安定性」をきわめ

て広くかつ厳格に解釈することが広範な世論にな

っている状況では，物価の不変性・到達個人所得

水準の保証・賃金の平準化・当該職揚への永久在

職権としての完全雇用解釈・経営陣の地位保全・

12）　［24］pp．24－25，　pp．31－32，［22］p．1413，［19］pp．

61－86，［4］p．442．

Vo1．40　No．2

大企業の保全・軋礫の無い漸次的変化が世論によ

って重視される．この条件下では，企業が利潤最

大化を目差して有利な商品の生産に特化し，その

結果不利な生産物の不足が顕在化したばあい，

価格のフレクシビリティーの欠如のために，その

増産を経済的に刺戟することが不可能である．そ

の上，累積債務問題がそれの輸入代替を困難にす

る．そこで国家経済管理機関が企業に当該商品の

生産について「期待」表明し，国家経済管理ヒエ

ラルキーの下級機関としての企業はそれに従うこ

とになる．またこの条件下では，赤字企業の倒産

を回避する必要があるため，優良企業から大量の

利潤を吸上げて不採算企業に補助金を与える，国

家再分配機能が活発化する．これらの結果，企業

財務状態は，市場における企業活動の成果よりも，

むしろ国家機関のレギュレーター操作に依存する

ことになり，従って企業にとって，国家機関との

交渉力が死活的重要性を持つことになる．その結

果，企業は生産能力，雇用者数など物量単位で測

られる企業規模の拡張努力に傾斜する．というの

は，大企業の倒産は社会的混乱を引起こすが，こ

れは生活安定重視の世論にとって容認し難いがら

である．このように利潤関心のラ委小化・形骸化に

は，経済生活の「安定性」を第一義的に重視する，

経済システムに対する価値観が作用している点を

看過してはならない13）．

　第2に，国家経済管理機関の持つ政治的性格を

指摘しなければならない．それは，国家経済管理

機関は国家機関として，従って政治的機関として，

社会の諸利害を代表せざるをえない乏いう点にあ

る．すなわち国家経済管理機関は，物価安定，生

産物安定供給，完全雇用確保，生活水準向上，地

域発展，輸出促進・輸入制限，コメコン諸国との

国際協定遵守，国防など，企業利潤最：大化規準と

は必ずしも一致しない多くの観点を代表しなけれ

ばならず，従ってそれは，利潤最大化に第一義的

な強い関心を持続けることができないのである．

従ってバールショニ・イェネーが述べたように，

「国家機関は一全体としてみて政治的考慮にも

13）　［12コp。104，［36コpp．232－234，［15］pp．939－940．



Apr．1989 いわゆる「財産関心」について

とついて一企業の創設・発展，投資および資源

配分について決定する」のであり，そこでは「『資

本』増殖に代って，経済政策的ならびにテクノク

ラティックな観点が……重視される」ことになる．

とくに経済生活の安定が社会主義経済システムの

最重要存在理由となっている以上，利潤最大化規

準に対する経済生活安定化規準の優先傾向は，政

治権力の安定性の面からも避け難い．そしてこの

国家機関が国家的所有の代表として国有財産を

資本としてではなく，経済政策実現手段として利

用するとき，利潤関心が引田化され形骸化される

のは必定である14）．

　しかし，国家機関の側だけに問題があると見れ

ば，それは誤りであろう．利潤関心の形骸化にお

いてそれ・に劣らず重要な役割を果しているのは，

企業構成員だからである．従って，企業構成員の

利害の特徴が指摘すべき第3の条件になる．まず

企業構成員のうち経営者層を除いた勤労者集団に

ついてであるが，それは何よりも先ず，自己およ、

び家族の維持のために労働力を提供して所得を獲

得する被雇用者であって，その利害は自己ポスト

の安定と個人所得の最大化にある．ミクロレベル

では共同所有者の利害は消滅しているといわれる．

このような勤労者利害は，資本経営の観点から行

われ’るべき規律強化，業績引上，人員削減，不採

算部門の縮小・売却，企業資金の企業外への投資，

企業プロフィールの変更，組織再編の諸措置と対

立する15）．

　次に企業経営者（マネージャー，企業内テクノ

クラート）の利害に関しては，次の3特徴が指摘

されている．第1に，企業経営者は被雇用者の性

格をも持っており，それは効率的資本経営に関心

を持ちうる企業内分業上の地位に立つにもかかわ

らず，賃金的性格の所得形態に表現される短期的

利害に支配される点を指摘できる16）．第2の特徴

は，勤労者集団に対する企業経営者の従属にある．

経営者が勤労者の利益を充足しないと企業の「雰

囲気」が悪化し，その一部が企業を去る結果，経

14）　［4］pp．436，441－442．

15）　［24］pp．26－27，［22］p．1412，［20］p．461．

16）　［22］p．1409，［13コp．40。
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営困難が発生する．とくに「完全雇用は，当然，

勤労者の最も効果的な利益擁護である」から，そ

の立田が著しく強化される．この状況下では，企

業経営者は勤労者の日常的利害に迎合し，資本経

営の観点は勤労者集団との関係においても後景に

退く．さらに企業長選出制を含む新企業管理形態

が，この傾向を一層激化させる点も指摘されてい

る17）．第3に，他方で企業経営者は，企業の外部

に立ち企業と異なる論理で活動する国家経済管理

機関に従属し，利潤最大化規準に一致しない企業

行動をそれに要請される点が，重要である．また

このばあい，企業留保利潤量や企業の盛衰は対国

家交渉力に著しく依存するから，国家機関が重視

せざるをえない企業になること，すなわち生産能

力・雇用者数の大きい大企業に成長することが，

経営者自身の要求に転化され，これはまた勤労者

の利害とも一致する。徒って利潤最大化を目差す

資本の合理的経営は，経営者自身の強い関心にな

らない18）．

　このように企業構成員の利害自体が被雇用者的

であり，企業内部では合理的資本経営への関心が

十分強力に形成され，ない状況は，企業に対する国

家機関の個別的行政的：介入を不可避的に招来し，

今度はこれが企業利潤関心を抑圧する．従ってこ

こには無限の悪循環が生じるが，これが企業サイ

ドの利害関係によっても規定され，ていることを看

過すべきではない19）．

　最後に指摘すべき第4の条件は，68年改革構想

それ自体の限界である．それには次の2つの問題

が含まれ’ていた．第1は投資問題である．68年

改革の特徴は，投資分野での企業自主性が基本的

に「ダイナミ’ bクな水準維持」つまり単純再生産

に限定され，蓄積あるいは成長投資は国家経済管

理機関の決定を必要とした点にある．換言すれば，

企業は「資本経営」ではなく「工揚経営」を許可

されたにすぎない20）．従って経済構造変化をもた

17）　［4］p．437，［12］p．103，［20］pp．460－461，［11］

pp。15－16，

18）　［22］p．1410，［36］p．231．

19）　　［24］p．21．

20）　［1］p．3，［10］p．92．



148 経　　済　　研　　究

らす投資は，国家決定と国家再分配機能を通じて

実施されることになった．ところがこのメカニズ

ムは直接・間接に様々な弊害を伴ったと言える．

国家による投資配分が国家に対する企業の依存を

深刻化させた点もその重要な一例である．しかし．

ここでは，より直接的な次の点を挙げておきたい．

　第1は，既に述べたように，投資決定の主体と

なる国家経済管理機関が，政治的機関として，効

率的資本経営に対する関心を維持しえないという

問題点である．第2に，国家経済管理機関は，そ

れが合理的に計画化し自ら投資決定できる分野は

非常に二三であるにもかかわらず，広範囲な投資

決定の任務を引受けたという矛盾がある．バラッ

、シャ・アーコシュによれば，経済構造変化の相当

部分に関しては，国家計画機関は明確に規定する

ことが不可能であり，構造変化に作用する投資決

定は市揚条件を考慮した企業決定として行われ，

計画機関の役割は経済環境の整備に限定される．

経済構造変化の次の部分は，計画機関が構造変化

を質料的に明確に規定し集計値で明示することが

可能であるが，その実現の規模，形態，方法，ミ

クロ組織に関しては市揚の作用に委ねうる性；格の

ものであ’り，ここでの計画機関の役割は，企業投

資に対する選別的信用供与などによる構造変化の

方向づけにある．構造変化の最後の部分は，計画

機関が合理的構造変化を質料的に明確にまた具体

的に規定でき，投資決定も行うべき分野であり，

インフラストラクチャーにおける構造変化がとれ

に属する．こうして国家計画機関が具体的投資決

定を自ら行うべき範囲はかなり限定されたもので

あることが分る21）．

　従って，68年改革には，国家経済管理機関の政

治的性格という観点から見ても，また構造変化の

計画化の技術的観点から見ても，負担能力の無い

機関に課題を課すという欠陥の存在することが，

判明したのである．しかし，企業内部の利害構造

が合理的資本移動と対立する以上，これの国家に

よる媒介もまた必要になるはずだという意味にお

いて，それは必然でもあった22）．

21）　　［3］pp．1156－1166．

22）　　［2］p．329．
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　68年改革構想の限界の第2は，市揚の問題で

ある．タルドシュやアンタルが明瞭に指摘したよ

うに，68年改革は商品下智の導入を企図したに

すぎず，労働市揚と資本市町の導入は実施されな

かった．ここで言う労働市揚とは，単に職業選択

の自由とか半揚選択の自由を意味するにとどまら

ず，各人の雇用や賃金が労働力の需要関係によっ

て規定される点をも含む概念である．68年目ス

テムには，この意味での労働市揚は存在せず，完

全雇用政策が政府および企業によって遂行され，

さらに一度企業に就職するとそれが事実上永久在

職権として保証された．生活の安定化に有利なこ

の労働配分方式は，他面で，労働力の合理的利用

や産業構造の改善を妨げる結果になった．また資

本市揚の不在と国家投資配分とは表裏L体の関係

にある．それ故68年改革構想には，国家による

投資配分が資金市揚・資本市庁による投資配分と

少なくとも同程度の効率水準を達成できるという

仮定が含まれていたと言える．しかしヴェレッシ

ュ・ヨージェフが述べたように，「これ’は可能で

はない」．何故なら国家投資配分には，既に言及し

た欠陥が伴うからである．労働市揚・資本市場・

企業資産市揚の欠如のもとでは，赤字企業が企業

資産の売却と規模縮小によって，市揚条件の変化

に適合する可能性も存在せず，それ故倒産回避の

ための国家補助が必要となる．全体としてこれら

の市揚の不在は，労働力の合理的利用や資本の効

率的経営を妨げる結果，企業生産構造および産業

構造の硬直性を招来し，商品半揚自体の円滑な機

能を阻害したのである23）．

　68年目ステムの以上の検討から明らかなよう

に，その基本的欠陥は，次の点に見られる．すな

わち利潤最大化を目差す効率的資本経営に首尾一

貫した利害関心を持つ経営主体が，層ハンガリ「国

営セクターの何処にも存在しない，という深刻な

事態がそれである．従ってタルドシュが明言した

ように，「社会主義経済の最：大の弱点は，経営主

体が欠如しているか，あるいは力無く現われるこ

とである」と言うことができる24），

23）　［25］pp．1411－1412，［1］p．59，［12］p．100，［26］

p．796，［27］p．21．
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いわゆる「財産関心」について

　以上の考察から明らかなように，経済改革第2

段階の基本課題は，．「利潤」に対する関心を「資

本」に対する関心につなげること，「資本関心」を

持つ経営主体を創造し，経済システムに定着させ

ることにある．そこで次に検討されるべき問題は，

「資本関心」は誰がどのように担うことができ，ま

た担うべきか，という点である．この点について

サボー・カールマーンを委員長とする，社会主義

労働者党中央委員会の作業部会は，課題解決の主

要方向として，次の3基本点を確認している．す

なわち，第1に，経済活動へのすべての主要参加

者の客観的利害を，企業資産と利潤との緊密な連

関にもとづいて活性化させること，第2に，勤労

者の直接的所有者利害を「死んだような」状態か

ら，それに伴う責任とともに目覚めさせること，

第3に，経済的な利害関心と論理で活動する国有

財産運用機構を創設すべきであること，以上3点

がそれである．サボーは，作業部会の上記確認点

を紹介すると同時に，外部から企業を強制・奨励

する刺戟と企業内部において強制・奨励する推進

力との出会いを重視し，企業の市揚的競争的環境

の重要性を強調した25）．

　そこで，「財産関心」の具体的組織形態につい

て検討する前に，企業経営環境に関する見解を概

観する．この点で参考になるのは，バールショニ

；ロット論争である．この論争点の1つは，バー

ルシ。二が「財産関心」の担手として国有財産の

所有者組織を提案したのに対して，ロソトがこれ，

を批判しつつ，所有者組織なしにも効率的「財産

関心」を創造しうる強制メカニズムは形成可能だ

と主張した点にある．これに対して前者は，ロソ

トの言うメカニズムは金融メカニズムに他ならず，

彼の構想の本質は，銀行が抵当に対してのみ信用

供与する点にあると述べて，細かな批判を行った．

しかしここで重要な点は，ロット見解における金

融メカニズムがいかなる欠点を持つか，銀行自体

が所有者組織を意味するか否か，にあるのではな

24）　［24］p．21．

25）　［21］pp．25－26．
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い．ロソト見解の本質的主張は，ヴェレヅシュも

賛意を表明して彼の論文において引用したように，
　　　　　　　　　　　　の　　　ロ　　　リ　　　　　　　　　　　ロ　　　リ　　　ロ　　　ロ　　　ロ

次の点にある．すなわち「第一義的に何らかの特
コ　　　コ　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　の　　　　　　　リ　　　コ　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　コ　　　ロ

殊な長期的利害関心を当にし，これの独自な機構
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　の　　　　　　　コ　　　　　　　コ　　　コ　　　　　　　　　　　　

を当にするとすれば，あるいはこれに財産の維持
コ　　　　　　　コ　　　コ　　　ロ　　　ロ　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　コ　　　リ　　　　　　　　　コ　　　　

と増殖を期待するとすれば，経済メカニズム（およ
　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　

び人間の本性）の誤解となろう．このことによって，

長期的利害関心，とくに財産関心が決して存在し

ない，と主張するわけではない．例えば，財産収

益に対する権利を勤労者に与える『株式』のよう

な，長期的財産関心を奨励する機構の存在理由も

疑うものではない．ただ次のこと，すなわち発達

した貨幣経済においては，何よりも先ず経常的生
ロ　　　コ　　　　　　　　　　　サ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　

産に結びついている強制メカニズムが，財産関心

の長期的発揮をも保証し，しかもこれの必要前提

条件をも形成するのだということを主張するだけ

である」というのがそれである26）．

　そこで「財産関心」の必要前提条件としての，

「経常的生産に結びついた強制メカニズム」とは

何か．この点に関して詳しい検討を与えたのはヴ

ェレッシュであり，彼の見解は次の2点に整理で

きる。第1は，市揚関係の強化の可能性が社会環

境に依存するという面を，基本問題として重視す

る点である．市場関係の強化は実績主義の行動メ

カニズムの強制を意味するが，それには「社会的，

また　　ある意味で　　政治的な価値転換」が必

要である．例えば「商品経済の法則性を基本的生

産資源（固定・流動資産，労働力）についても，確

固として，生産物と同一レベルで発馬させなけれ

ばならない」が，これが企業淘汰や雇用政策力点

の転換を含意する以上，雇用問題に対する「社会

的世論を準備しなければならない」のである27）．

第2に，「社会的政治的価値転換」に続くべき「財

産関心」創出の具体的条件としては，多く4）点が

指摘されており，その相互関係のアウトラインは

図1に示される通りである．その主要条件を以下

に列挙すると，1．戦略的所有者的決定を行う分離

した単位の存在，2．資本市揚の存在，3．企業プロ

26）　　［5］pp．469－471，［18］pp．472－475，［17コp，1103，

［28］p．280．

27）　［28］pp．276－277，［27］p．18．
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図1　経済管理の近代化における財産関心の地位
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フィール制限の解除，企業淘汰の国家機関から一

層独立した進行，4．「完全雇用」から「完全かつ

効率的雇用」への転換と，企業の雇用負担の軽減，

5．国家経済規制の安定性，6．長期的収益および資

本の増殖・維持という，企業外部の判断規準の存

在，7．二層銀行システムの導入と金融的規制の役

割向上などである．このように「財産関心」問題

における「実際的変化のためには，企業の全体的

環境が変らなければならないのである」28）。

　ところで，以上の企業環境転換を前提したばあ

い，次に考察すべきは，「財産関心」の具体的組

織形態に関する構想である．その際，諸提案にお

ける次の共通の前提を確認しておく必要がある．

すなわち，従来部門別省庁など国家行政機関が遂

　28）　［27］P．21，［1コP．3，［9］P．1202．なお，政治シス

　テム自体の改革の必要も指摘されている．［8］p．80．

捌してきた所有者機能をそれから分

離する必要性は，殆ど全ての論者の

共通認識になっているが，他：方で全

面的再私有化は企図されていない，

というのがそれ，である29）．そこで問

題は，この所有者機能を誰にどのよ

うに担わせるかにある．この観点か

ら最近の諸提案を大雑把に分類す

ると，1．「財産センター」構想，2．

「自主管理的企業」構想，3．「会社」

構想の3つに整理できる．このうち

第1構想と第2，第3構想とは，両

者の結合を主張する見解も疑問視す

る見解も存在するが，第2と第3は

本質的には相互に排他的である．ま

た第4として「個人的企業家」構想

とも言うべきリシュカ・モデルを挙

げることができるが，これ，は小規模

企業のリース形態として考慮に値す

る点を指摘するにとどめ，その検討

はここでは省略する30）．

　第1の「財産センター」は，分離

された所有者組織であり，資本所有

者の利害を代表し，利潤最大化を目

差して資本経営を行う一種の経営体

である．とくに資本移動におけるその役割が重視

されている．具体的にはバールシ。二の「国家資

産所有者監督省」，サボーヤコッ・ラースローの

「国家財産運用機構」およびタルドシュらの「ホー

ルディング」等がその例である．バールショニの

ばあい，この監督省と企業マネージャーとの連携

が，あるいはまた会社形態との結合ボ，サボーら

のばあいこの財産管理組織と自主管理的企業形態

との連携が構想されている．タルドシュのばあい，

国家の所有権を多数のホールディングに直接分与

し，それに企業を帰属させる，20年前の提案に加

えて，国有財産の有価証券発行を前提として保険

会社，社会保険組織がその購入を通じてホールデ

ィングに転化される方式をも提案している．また

29）　［9］p．1202，［25］p．1419．

30）　　［36コpp．238－240．



Apr．1989 いわゆる「財産関心」について

彼は，大企業の各工場が有限責任会社や株式会社

として独立すると同時に，大企業のセンターがそ

の過半数所有者として登揚するコンツェルン形態

をも提案し，そこでは企業間の相互持合も考慮さ

れている．最：後に，所有者組織の役割の一端を銀

行に担わせる論者も見られる31）．

　この種のセンターの問題点は，多くの論者が指

摘しているように，まず第1に，それ自体が国家

や党の統制を受けて歪曲され，既存の利害体系に

組込まれて「中間管理機関」に転化されてしまう

危険性にある．換言すれば，それは国家機関によ

る資本観点の徹底追求の可能性に関する疑問，そ

れによる他の国家的考慮の優先に対する懸念に他

ならない．第2に，この種の所有者組織が，企業

経営問題に介入し，企業の資本関心の発揮が妨げ

られ，る危惧も表明されている．そこで「財産セン

ター」の官僚化を阻止するためにそれを政府では

なく国会に直属させる提案も行われているが，こ

れに関しては，この種の経営体に対する国会の管

理能力を疑問視する批判がある．第3に，コンツ

ェルンについては，’ハンガリー大企業が国家の行

政的管理の必要から形成された大規模企業である

ため，それによる独占的市揚の組織化の可能性が

指摘されている．「財産センター」にはこれらの

欠陥が伴うが，アンタルやタルドシュはこれを考

慮に入れた上で，そのメリットを認め，少数の職

員からなる官僚化しにくい組織としてそれを設立

することを提案している32）．

　第2の「自主管理的企業」構想は，戦略的所有

者的決定の機能を企業勤労者集団に帰属させる構

想であり，そこでは戦略的問題に関する意思決定

への参加を通じた，勤労者の所有者意識形成が期

待されてい．る．これは「財産センター」の「中間

管理機関」化のような危険を伴わないメリットを

持つ．しかし1984－86年に導入された新企業管理

形態の経験も示すように33），そこには一連の問題

31）　［1］p．3，［4］p．450，［22］pp．1413－1415，［13］

pp．36－38，［25］p．1420，

32）　［25］　p．1421，［15］p．　941，［9］　p．1208，　［20コ

p．467，［19］p．99，［11］p．54，［1］p．3．

33）　ベレツ・ヤーノシュおよびクルチャール・カー

ルマーン［32］1988，XII，16およびX，6．参照．
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がある．第1に，；の種の管理形態は勤労者の所

有者感情を強化するとしても，彼らの賃金労働者

意識を変更するものではないし，従って第2に，

企業評議会は実際には勤労者の「利害擁護機関」

として活動しており，従ってまた企業経営者と企

業評議会は「最小の努力で最大の成果を達成す

る」という「1つの目標を目差す」ことになる．

そして第3に，勤労者が企業・工場・職揚の物理

的存在に執着する結果，資本と既存の組織構成と

の強固な結合が形成され，資本移動が困難化し，

資源配分が硬直化する34）．

　そこで上記欠陥を克服する意図で「労働者株

券」，「財産証書」などの「財産関心」メカニズム

が提案される．これは，企業勤労者による当該企

業資産の部分的所有とそれに伴う利潤配当の導入

によって，共同所有者の地位の抽象性を廃棄し，

勤労者の被雇用者利害を所有者利害に転化させる

試みである．例えばサボーは，一方で「国家財産

運用機構」が，企業分割不能資産を観念上分有す

る他の所有者，すなわち他企業，企業勤労者集団，

個人投資家などの影響下で資本経営に取組み，他

方で企業勤労者集団が，企業資産のその持分に比

例した収益分有のメカニズムにもとづき「財産関

心」を持って，経営に取組むシステムを構想して

いる．なお，そこでは「国家財産運用機構」の従

業員にも企業レベルと同様の収益分有方式が適用

される．この「財産関心」メカニズムを展開した

のがコッ・モデルであり，その概要は次の通りで

ある．1．企業資本所有者は，企業純利潤から第1

次分配として，平均利潤率あるいは預金利子率に

対応する利潤量の配分を受けとる．2．残余利潤を

資本所有者と企業勤労者集団とで分割し，その比

率は予め集団契約などに定めておく．3．勤労者集

団に帰属の利潤は，企業の新たな資本を形成し，

勤労者集団はこれに対する配当を，5ないし15年

の後，他の資本所有者と同率で受けとる．4．勤労

者集団の獲得する配当は，「持分証券」などの形

態で年間労働の成果に比例して個人に分割され，

それは現金または社会保険サービスの形態で受け

34）　　［1コp．3，［11］p．51，［9］p．1206．



152 経　　済　　研　　究

とる．5．この証券は，売買・相続・割引が可能で

ある．こうして勤労者は，企業資本に関連づけら

れると同時に，自己の決定結果や企業破産の物質

的結果をも負担することになる35）．

　しかし，この「財産関心」メカニズムに対して

は，多くの批判がある．例えばメッラール・タマ

ーシュによれば，所有者の立揚と被雇用者の地位

とをこれで調和させうるというのは「過大なオプ

ティミズム」である．何故なら，企業内分業の制

約下にある勤労者は，「自分が影響を及ぼすこと

も監督することもできない要因から独立した所得

形態」つまり賃金の方を，配当などよりも選好す

るからである．またアンタルも，勤労者の総所得

に占める配当所得の割合が小さ過ぎれば意味が無

いが，他方大き過ぎれば個人所得が不安定化し，

計算し難いものになって，かえって労働の刺戟が

弱化するという矛盾を指摘している．この欠陥を

緩和する目的で，企業指導部が極端な変動の抑制

措置を実施する可能性をサボーは指摘したが，こ

の措置がリスク負担をも軽減する結果になること

は明らかである．さらにボニフェルトは，コッ・

モデルの財産増加関心は事実上「1つの独自な，

企業成果にリンクされた賃金規制システム以外の

なにものでもない」と述べ，提案は「蓄積者的所

有者意識を消費者的所有者意識の強化によって発

展させ」ようとするナンセンスだと批判した．最

後に，ナジは，労働のみが意思決定や所得配分へ

の参加の根拠となりうるという原則的立揚から，

勤労者の意思決定への参加と経済生活の労働への

真の依存とがあれば，特別の「財産関心」メカニ

ズムは不要だという批判を行っている36）．しかし

この批判は，勤労者の分業上の制約を軽視し，勤

労者の自制を過度に楽観幸した非現実論だと思わ

れる．総じて，「持分証券」や「労働者株券」の

方式で勤労者の被雇用者的利害が所有者的利害に

転化されうるとする見解は，かなり無理があって

説得的でない．それはせいぜいのところ，短期的

Vo1．40　No．2

利害関心の鎮静剤として補完的役割をもつ企業内

刺戟システムの1つに過ぎないと見る，アンタル

らの評価が適切であろう37）．

　勤労者「財産関心」メカニズムの構想は，被雇
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
用者利害と所有者利害との勤労者における統合を

目差す方向であるのに対して，第3の「会社」構

想は，勤労者，経営者および所有者の三者の利害
　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

の分離と，．その公然たるぶつけ合いの方向を追求

する．そこでは経営者（マネージャー，企業内テク

ノクラート）が「イノベーションの預託者」と見な

され，資本経営に鞄けるその基軸的役割が重視さ

れるが，それと同時にその利害の二面性が問題視

され’る．すなわちそれ’は一方で，企業内分業上合

理的資本経営を担う地位にあるが，所有者による

首尾一貫した財産増殖要請にはしばしば対立する

し，他方では勤労者の日常的利害にもきわめて頻

繁に対立する．従ってこれら三者の相互に乖離す

る利害が表面に船虫し，ぶつかり合い，そして統

合される機構が必要になる．具体的には，株式会

社における株主総会，取締役会および労働組合が

この機能を遂行する．株主総会によって選出され

る取締役会には，株主代表（他企業や私人の代表

も含む），企業内テクノクラートとしての経営者，

専門家が参加する。また，株式購入を通じた銀行

の経営参加，経営者の株所有も考慮される38）．

　企業経営者重視のこの構想に対しては，サボー

が，勤労者の賃金労働者意識の「技術的」不可避

性論に対する反対から批判的であり，その要点は

第1に，資本主義のばあい経営者の背後に物質的

権力としての私的所有が存在するのに対して，社

会主義のもとでどんな社会勢力がその背後に立ち

うるか，という点にある．すなわちそれは，国家

機関からの経営者の解放を望むならば，その結果

として「孤立する」経営者は，「生活不安が大多

数を脅迫しない」条件下では，労働者に対抗する

ことが出来なくなる，という批判である．第2は，

この点が克服できたとしても，経営者をささえる

35）　［13コp．44，［22］pp．1414，1421，［13］pp．42－47，

［7］p．88，［10］pp，95－98．

36）　［14］pp．76－77，［2］p．330，［22］p．1415，［6］p．

226，［15］pp．941－942．

37）　［1］p．3，［2］p．330，［6コp．229．

3呂）　［20］pp，461－464，［12］p．103，［1］p．3，［25］p．

1420．なおシャーギィは取締役会への勤労者集団の代

表参加も認めている．
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高額所得とその富裕化は，社会主義社会とは不調

和だという点にある．「資本」概念の「特殊社会

主義的内容における」復活を説くサボーのばあい，

企業環境の転換の必要の認識が必ずしも徹底して

いないように，ここでは見受けられる．むしろ，

大株主である国家の企業経営への干渉の恐れが，

現実的問題としては，残るように思われる39）．

　以上から明らかなように，「財産センター」構

想，「自主管理的企業」構想，「会社」構想のいず

れも，一長一短があり，「財産関心」を誰がいか

に担うかの問に対して，一義的に明確な解答は存

在しない．このような状況のもとで，ハンガリー

政治指導部が選択した方向は，第1と第3の結合

である．すなわち，「会社法」によって国営企業の

「有限責任会社」や「株式会社」への再編の道が

開かれ，とくに後者のばあい，株主総会一取締役

会の機構セ企業経営が行われることになる．株主

になるのは，国家，他企業，銀行，一般市民，外

国人であり，「財産証券」あるいは「労働者株券」

の所有者も株主としての権利を持つ．企業内テク

ノクラートとしての経営者は，同様に株主総会で

選ばれた他の取締役とともに，経営に従事する．

それと同時に，「ホールディング」などの「財産

センター」の創設が予定され，ている40）．

　「会社法」の詳しい検討は別の機会に譲り，こ

こでは次の4点の感想を述べるにとどめたい．す

なわち第1に，全面的再私有化を追求するのでな

い限り，国有財産が基本的に維持されることにな

るが，そのばあい，経営体としての国家「財産セ
　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　の　　　　

ンター」は，行政管理機関よりは相対的に害の少

ない組織として存在意義を持つ．しかしセンター

が大株主として企業を支配する弊害の懸念は依然

として残る．第2に，株主総会一取締役会の機構

は，勤労者との対抗関係における経営者の立場を

強固にすると同時に，他方では，この機構への国

家以外の所有主体，つまり他の営利企業，商業銀

行，市民の組入れによって，企業経営への国家の

政治的介入を抑制し，資本観点の追求を相対的に

容易にする可能性がある．第3に，労働者株券の』

　39）　［22］pp．1416－1418．

　40）　［33］pp．1－XII，［30］pp．7－14．

153

所有者に株主総会への参加権を認めるにとどめ，

勤労者の自主管理から経営参加への方向転換が見

られるのは，適切な措置である41）．最後に，国営

企業の会社形態への再編は，20～30年の長期にわ

たる漸次的変化と考えられているから，経済危機

に対する当面の対症療法にはなりえない，という

以上4点がそれである．

おわりに

　本稿第1節で紹介した80年代改革措置が，全

体的に見て，企業経営環境の転換と「財産関心」

の形成・定着化の方向に沿うものであるというこ

とは明らかである，「財産関心」システムは，長期

的利潤最大化の観点から資本価値の維持と増殖を

目標とする資本経営のシステムであり，より明確

に言えば，「資本関心」システムに他ならず，その

中心的内容は「平均利潤率」形成メカニズムだと

見ることができる，そこには，「労働者株券」の

例に見られ’る「特殊社会主義的内容」も存在する

が，それ，は副次的であって，資本主義的経営メカ

ニズムの再構築がその基本内容である．これは同

時に市揚の包摂領域の一般化をも意味する．その

際市揚の欠陥が看過され，ているのでは決してない

が，商品市揚だけでなく資金・資本・労働市場の

導入も不可欠だと見なされており，この点で改革

第2段階が実現目標とするシステムは，プルス・

モデルの基本的枠組を越えるものである．これは，

ハンガリーが，内包的経済発展の段階において効

率引上・品質向上・技術革新を保証しうる独自的

社会主義的システムを開発することが出来ず，資

本主義の経営メカニズムと市揚メカニズムの導入

によって，それに代替させようとしていることを

含意する．

　しかし，そこで全面的再私有化が企図されてい

るわけではなく，私的所有者の参加を含む国営企

業の「複数：的所有関係」の形成が意図されている・

に留まることも明らかである．また盤渉機能条件

の整備，市揚の変化では処理不能な好ましくない

影響の阻止，長期的技術的趨勢の発展強化などの

41）　［16］p．16．
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計画化機能の維持も当然視され，ている．従って，

企業経営環境の抜本的転換を追求しつつも，極端

な所得格差，激しいインフレーシ。ン，構造的・

慢性的失業，倒産の頻発などは，国家的計画的規

制による除去が予定されている．それ故ここには，

国家的計画的規制と経済活動推進力としての資本

主義的メカニズムとの結合の意図を看取しうる42）．

　従ってまた，ここでは次の一連の問題点を指摘

することが出来る．第1は，「複数的所有関係」
　　　　　　　　　　　ナと国家的計画的規制の枠内で，資本主義の経営お

よび市揚メカニズムが円滑に機能しうるか否かで

ある．．この規制強化がこのメカニズムの機能障害

を招来し，それが萎縮し衰微する危険がある．第

2に，出血の拡大，とくに資本市揚の導入は，財

産所得の原則的復活を意味するだけでなく，投資

家の圭観的意思が経済過程に及ぼす影響を強化し，

経済変動の再来の問題を伴う．第3に，効率観点

からの改革措置は，従来社会主義のメリットと見

なされ，てきた経済生活安定をある程度犠牲にし，

従って政権の社会的基盤を掘崩すことになるから，

それは政権にとって両刃の剣となる．改革第2段

階が実質的に進行するなら，社会的軋礫が累積す

る可能性があり，それに政治システムが耐えうる

か否かが問題となる．他方，政治家が政治的混乱

を恐れて経済過程への干渉を強化すれば，改革は

事実上無に帰すことになりうる．それ故改革第2

段階の成否は，政治改革に依存する側面がある43）．

最後に，国家的計画的規制と資本主義的経営・市

場メカニズムとを結合する経済システムが仮に首

尾よく機能するとしたばあい，それは資本主義か

それとも社会主義かと，本質規定の問題を提起す

ることができよう．しかしこれらの問題の検討は，

別の機会に譲ることにしたい44）．

　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

42）　［25］p．1419，［24］p．20．

43）例えば，雇用の合理化を準備した企業が党の地

域機関の影響でその実施を見合せている場合が既に指
摘されている．［26］p．799．

44）　セゲーらは「シミュレートされた資本主義的市

質的行動」に反対し「真の社会主義的商品生産者の行

動」に期待を寄せているが，［23］では後者の内容は

不明である．
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